
７ 
例 規 名 

専決処分の承認を求めることについて（富士見市税条例

の一部を改正する条例） 

制 定 趣 旨 

地方税法等の一部を改正する法律が令和３年３月 

３１日付けで公布されたことに伴い、富士見市税条例の

一部を改正する条例を専決処分したので、地方自治法第 

１７９条第３項の規定により提案するものです。 

主な制定内容 

 主な改正点は以下のとおりです。 

(1) 給与所得者及び公的年金等受給者が提出する源泉徴

収関係書類について、本改正前は、給与支払者及び公的

年金等支払者が予め所轄税務署長の承認を受けている

場合のみ電子提出が可能でしたが、本改正により所轄

税務署長の承認を廃止する規定の整備 

  また、退職手当の支払いを受ける者が、その支払者に

提出する退職所得申告書についても電子提出すること

ができる規定の整備 

 （該当条文は、条例第３６条の３の２、第３６条の３の

３、第５３条の８及び第５３条の９の改正規定） 

 

(2) 固定資産税の課税標準に関する特例、いわゆる「わ

がまち特例」について、引用する適用条項の改正や改廃

を行うもの 

（該当条文は、条例附則第１０条の２の改正規定） 

 

(3) 軽自動車税に係る環境性能割について、令和３年３

月３１日までの間に取得した自家用乗用車を対象とす

る環境性能割の臨時的軽減について、適用期限をさら

に９ケ月延長し、令和３年１２月３１日までに取得し

たものを対象とする規定の整備 

種別割について、燃費性能により軽減するグリーン



 
化特例を２年間延長し令和３年４月１日から令和５年

３月３１日までの間に取得した自動車にも適用するな

どの規定の整備 

（該当条文は、条例第８１条の４、附則第１５条の３、

第１５条の３の２、第１６条及び第１６条の２の改正

規定） 

 

(4) 土地に係る固定資産税について、令和２年度まで措

置されてきた土地に係る固定資産税の負担調整措置に

ついての適用期限を、令和５年度まで３年間延長する

旨の規定を整備するとともに、令和３年度に限り、課税

標準額が増加する土地につきましては、前年度の課税

標準額に据え置く規定の整備 

（該当条文は、条例附則第１１条、第１１条の２、第 

１２条、第１３条、第１３条の２、第１３条の３及び第

１４条の改正規定） 

 

(5) 個人市民税に係る住宅借入金等特別税額控除の特例

措置について、新型コロナウイルス感染症等の影響に

対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律

（令和２年法律第２５号）により所得税における適用

期間が延長されたことに伴い、所得税と同様の条件下

において適用対象となるように個人市民税における適

用期間を延長する規定の整備 

 （該当条文は、条例附則第２６条の改正規定）  

 

 ※その他、引用する適用条項の改正や関係規定の整備

も併せて行っておりますので、後ほど新旧対照表でご

確認をお願いいたします。  



 

施 行 日 等 

条例附則に定める日  

(1) 令和３年４月１日 

(2) 産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律（令

和３年法律第  号）附則第１条第２号に掲げる規定

の施行の日 

(3) 特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法

律（令和３年法律第３１号）の施行の日 

※(2)(3)は、わがまち特例の一部において異なる施行日

となっています。  



 
富士見市税条例（昭和３２年条例第１５号）新旧対照表（専決） 

新 旧 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告書） （個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告書） 

第３６条の３の２ 略 第３６条の３の２ 略 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定による申告書の提出の際

に経由すべき給与支払者が令第４８条の９の７の２において準用す

る令第８条の２の２に規定する要件を満たす場合には、施行規則で

定めるところにより、当該申告書の提出に代えて、当該給与支払者

に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法（電子情報処理

組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て施行規則で定めるものをいう。次条第４項及び第５３条の９第３

項において同じ。）により提供することができる。 

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定による申告書の提出の際

に経由すべき給与支払者が所得税法第１９８条第２項に規定する納

税地の所轄税務署長の承認を受けている  場合には、施行規則で

定めるところにより、当該申告書の提出に代えて、当該給与支払者

に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法（電子情報処理

組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て施行規則で定めるものをいう。次条第４項          

 において同じ。）により提供することができる。 

５ 略 ５ 略 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） （個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） 

第３６条の３の３ 略 第３６条の３の３ 略 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の際に経

由すべき公的年金等支払者が令第４８条の９の７の３において準用

する令第８条の２の２に規定する要件を満たす場合には、施行規則

で定めるところにより、当該申告書の提出に代えて、当該公的年金

等支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法により

提供することができる。 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の際に経

由すべき公的年金等支払者が所得税法第２０３条の６第６項に規定

する納税地の所轄税務署長の承認を受けている場合には、施行規則

で定めるところにより、当該申告書の提出に代えて、当該公的年金

等支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法により

提供することができる。 

５ 略 ５ 略 



 
（特別徴収税額） （特別徴収税額） 

第５３条の８ 第５３条の７の規定により徴収すべき分離課税に係る

所得割の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に掲

げる税額とする。 

第５３条の８ 第５３条の７の規定により徴収すべき分離課税に係る

所得割の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に掲

げる税額とする。 

(1) 退職手当等の支払を受ける者が提出した次条第１項の規定によ

る申告書（以下この条、次条第２項及び第３項並びに第５３条の

１０第１項において「退職所得申告書」という。）に、その支払

うべきことが確定した年において支払うべきことが確定した他の

退職手当等で既に支払がされたもの（次号及び次条第１項におい

て「支払済みの他の退職手当等」という。）がない旨の記載があ

る場合 その支払う退職手当等の金額について第５３条の３及び

第５３条の４の規定を適用して計算した税額 

(1) 退職手当等の支払を受ける者が提出した次条第１項の規定によ

る申告書（以下この条、次条第２項及び      第５３条の

１０第１項において「退職所得申告書」という。）に、その支払

うべきことが確定した年において支払うべきことが確定した他の

退職手当等で既に支払がされたもの（次号及び次条第１項におい

て「支払済みの他の退職手当等」という。）がない旨の記載があ

る場合 その支払う退職手当等の金額について第５３条の３及び

第５３条の４の規定を適用して計算した税額 

(２) 略 (２) 略 

２ 略 ２ 略 

（退職所得申告書） （退職所得申告書） 

第５３条の９ 略 第５３条の９ 略 

２ 略 ２ 略 

３ 第１項の退職手当等の支払を受ける者は、退職所得申告書の提出

の際に経由すべき退職手当等の支払をする者が令第４８条の１８に 

おいて準用する令第８条の２の２に規定する要件を満たす場合に  

は、施行規則で定めるところにより、当該退職所得申告書の提出に

代えて、当該退職手当等の支払をする者に対し、当該退職所得申告

書に記載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。 

 

４ 前項の規定の適用がある場合における第２項の規定の適用につい  



 
ては、同項中「退職所得申告書が」とあるのは「退職所得申告書に

記載すべき事項を」と、「支払をする者に受理されたとき」とある

のは「支払をする者が提供を受けたとき」と、「受理された時」と

あるのは「提供を受けた時」とする。 

（環境性能割の税率） （環境性能割の税率） 

第８１条の４ 次の各号に掲げる３輪以上の軽自動車に対して課する

環境性能割の税率は、当該各号に定める率とする。 

第８１条の４ 次の各号に掲げる３輪以上の軽自動車に対して課する

環境性能割の税率は、当該各号に定める率とする。 

(1) 法第４５１条第１項（同条第４項又は第５項において準用する

場合を含む。）の規定の適用を受けるもの １００分の１ 

(1) 法第４５１条第１項（同条第４項     において準用する

場合を含む。）の規定の適用を受けるもの １００分の１ 

(2) 法第４５１条第２項（同条第４項又は第５項において準用する

場合を含む。）の規定の適用を受けるもの １００分の２ 

(2) 法第４５１条第２項（同条第４項     において準用する

場合を含む。）の規定の適用を受けるもの １００分の２ 

(3) 略 (3) 略 

附 則 附 則 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１０条の２ 略 第１０条の２ 略 

２ 略 ２ 略 

 ３ 法附則第１５条第８項に規定する条例で定める割合は４分の３と

する。 

３ 法附則第１５条第１６項に規定する条例で定める割合は５分の３

（都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第２条第５項に

規定する特定都市再生緊急整備地域における法附則第１５条第１６

項に規定する条例で定める割合は２分の１）とする。 

４ 法附則第１５条第１９項に規定する条例で定める割合は５分の３

（都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第２条第５項に

規定する特定都市再生緊急整備地域における法附則第１５条第１９

項に規定する条例で定める割合は２分の１）とする。 

４ 法附則第１５条第２３項に規定する条例で定める割合は２分の１

とする。 

５ 法附則第１５条第２６項に規定する条例で定める割合は２分の１

とする。 



 
５ 法附則第１５条第２４項第１号に規定する条例で定める割合は３

分の２とする。 

６ 法附則第１５条第２７項第１号に規定する条例で定める割合は３

分の２とする。 

６ 法附則第１５条第２４項第２号に規定する条例で定める割合は２

分の１とする。 

７ 法附則第１５条第２７項第２号に規定する条例で定める割合は２

分の１とする。 

７ 法附則第１５条第２４項第３号に規定する条例で定める割合は２

分の１とする。 

８ 法附則第１５条第２７項第３号に規定する条例で定める割合は２

分の１とする。 

８ 法附則第１５条第２５項第１号に規定する条例で定める割合は３

分の２とする。 

９ 法附則第１５条第２８項第１号に規定する条例で定める割合は３

分の２とする。 

９  法附則第１５条第２５項第２号に規定する条例で定める割合は

２分の１とする。 

１０ 法附則第１５条第２８項第２号に規定する条例で定める割合は

２分の１とする。 

１０ 法附則第１５条第２７項第１号イに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１１ 法附則第１５条第３０項第１号イに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１１ 法附則第１５条第２７項第１号ロに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第３０項第１号ロに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１２ 法附則第１５条第２７項第１号ハに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１３ 法附則第１５条第３０項第１号ハに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１３ 法附則第１５条第２７項第１号ニに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第３０項第１号ニに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

１４ 法附則第１５条第２７項第２号イに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は４分の３とする。 

１５ 法附則第１５条第３０項第２号イに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は４分の３とする。 

１５ 法附則第１５条第２７項第２号ロに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は４分の３とする。 

１６ 法附則第１５条第３０項第２号ロに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は４分の３とする。 

１６ 法附則第１５条第２７項第２号ハに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は４分の３とする。 

１７ 法附則第１５条第３０項第２号ハに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は４分の３とする。 



 
１７ 法附則第１５条第２７項第３号イに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は２分の１とする。 

１８ 法附則第１５条第３０項第３号イに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は２分の１とする。 

１８ 法附則第１５条第２７項第３号ロに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第３０項第３号ロに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第２７項第３号ハに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は２分の１とする。 

２０ 法附則第１５条第３０項第３号ハに規定する設備について同号

に規定する条例で定める割合は２分の１とする。 

２０ 法附則第１５条第３０項に規定する条例で定める割合は３分の

２とする。 

２１ 法附則第１５条第３４項に規定する条例で定める割合は３分の

２とする。 

２１ 法附則第１５条第３４項に規定する条例で定める割合は３分の

１とする。 

２２ 法附則第１５条第３８項に規定する条例で定める割合は３分の

１とする。 

２２ 法附則第１５条第３５項に規定する条例で定める割合は３分の

２とする。 

２３ 法附則第１５条第３９項に規定する条例で定める割合は３分の

２とする。 

 ２４ 法附則第１５条第４１項に規定する条例で定める割合は０（生

産性の向上に重点的に取り組むべき業種として同意導入促進基本計

画（生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）第３８条第

２項に規定する同意導入促進基本計画をいう。第２７項において同 

じ。）に定める業種に属する事業の用に供する法附則第１５条第  

４１項に規定する機械装置等にあっては、０）とする。 

２３ 法附則第１５条第４２項に規定する条例で定める割合は３分の

２とする。 

２５ 法附則第１５条第４７項に規定する条例で定める割合は３分の

２とする。 

２４ 法附則第１５条第４６項に規定する条例で定める割合は３分の

１とする。 

 

２５ 略 ２６ 略 

２６ 法附則第６４条に規定する条例で定める割合は０（生産性の向 ２７ 法附則第６４条に規定する条例で定める割合は０（生産性の向



 
上に重点的に取り組むべき業種として同意導入促進基本計画（中小

企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第５０条第２項に規

定する同意導入促進基本計画をいう。）に定める業種に属する事業 

の用に供する法附則第６４条に規定する特例対象資産 にあって  

は、０）とする。 

上に重点的に取り組むべき業種として同意導入促進基本計画   

                              

                  に定める業種に属する事業 

の用に供する同条     に規定する家屋及び構築物にあって  

は、０）とする。 

（平成２８年熊本地震に係る固定資産税の特例の適用を受けようと

する者がすべき申告等） 

（平成２８年熊本地震に係る固定資産税の特例の適用を受けようと

する者がすべき申告等） 

第１０条の４ 略 第１０条の４ 略 

２ 法附則第１６条の２第１項（同条第２項において準用する場合を

含む。）の規定の適用を受ける土地に係る令和３年度分及び令和４

年度分の固定資産税については、第７４条の規定は適用しない。 

２ 法附則第１６条の２第１項（同条第２項において準用する場合を

含む。）の規定の適用を受ける土地に係る令和元年度分及び令和２

年度分の固定資産税については、第７４条の規定は適用しない。 

３及び４ 略 ３及び４ 略 

（平成３０年７月豪雨に係る固定資産税の特例の適用を受けようと

する者がすべき申告等） 

 

第１０条の５ 法附則第１６条の３第１項（同条第２項において準用

する場合を含む。）の規定の適用を受けようとする者は、当該年度

の初日の属する年の１月３１日（第５４条第６項の規定により同項

に規定する仮換地等に係る同条第１項の所有者とみなされた者が当

該仮換地等について法附則第１６条の３第６項（同条第７項におい

て準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用される同条 

第１項の規定の適用を受けようとする場合にあっては、１月３１  

日）までに次に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出しなけれ

ばならない。 

 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号  



 
（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名

又は名称）並びに当該納税義務者が令附則第１２条の５第１項第

３号から第５号まで又は第３項第３号から第５号までに掲げる者

である場合にあっては、同条第１項第１号若しくは第２号又は第

３項第１号若しくは第２号に掲げる者との関係 

(2) 法附則第１６条の３第１項に規定する被災住宅用地の上に平成

３０年度に係る賦課期日において存した家屋の所有者及び家屋番

号 

 

(3) 当該年度に係る賦課期日において法附則第１６条の３第１項  

（同条第２項において準用する場合及び同条第６項（同条第７項

において準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用さ 

れる場合を含む。）の規定の適用を受けようとする土地を法第  

３４９条の３の２第１項に規定する家屋の敷地の用に供する土地

として使用することができない理由 

 

(4) その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項  

２ 法附則第１６条の３第１項（同条第２項において準用する場合を

含む。）の規定の適用を受ける土地に係る令和３年度分及び令和４

年度分の固定資産税については、第７４条の規定は適用しない。 

 

３ 法附則第１６条の３第４項に規定する特定被災共用土地（以下こ

の項において「特定被災共用土地」という。）に係る固定資産税額

の按分の申出は、同項に規定する特定被災共用土地納税義務者（以

下この項において「特定被災共用土地納税義務者」という。）の代

表者が毎年１月３１日までに次に掲げる事項を記載した申出書を市

長に提出して行わなければならない。 

 



 
(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人

番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名

称） 

 

(2) 特定被災共用土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途  

(3) 特定被災共用土地に係る法附則第１６条の３第３項に規定する

被災区分所有家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並び

にその用途 

 

(4) 各特定被災共用土地納税義務者の住所及び氏名並びに当該各特

定被災共用土地納税義務者の当該特定被災共用土地に係る持分の

割合 

 

(5) 法附則第１６条の３第３項の規定により按分する場合に用いら

れる割合に準じて定めた割合及び当該割合の算定方法 

 

４ 法附則第１６条の３第９項の規定により特定被災共用土地とみな 

された特定仮換地等（以下この項において「特定仮換地等」とい  

う。）に係る固定資産税額の按分の申出については、前項中「特定

被災共用土地納税義務者」とあるのは「特定仮換地等納税義務者」 

と、「特定被災共用土地の」とあるのは「特定仮換地等の」と、  

「特定被災共用土地に」とあるのは「特定仮換地等に対応する従前

の土地である特定被災共用土地に」とする。 

 

（土地に対して課する令和３年度から令和５年度まで の各年度分

の固定資産税の特例に関する用語の意義） 

（土地に対して課する平成３０年度から令和２年度までの各年度分

の固定資産税の特例に関する用語の意義） 

第１１条 次条から附則第１４条までにおいて、次の各号に掲げる用 

語の意義は、それぞれ当該各号に掲げる規定に定めるところによ  

る。 

第１１条 次条から附則第１４条までにおいて、次の各号に掲げる用 

語の意義は、それぞれ当該各号に掲げる規定に定めるところによ  

る。 



 
(1)～(7) 略 (1)～(7) 略 

(8) 平成５年度適用市街化区域農地 法附則第１９条の３第５項 (8) 平成５年度適用市街化区域農地 法附則第１９条の３第４項 

（令和４年度又は令和５年度における土地の価格の特例） （令和元年度又は令和２年度における土地の価格の特例） 

第１１条の２ 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利

用価値を有すると認められる地域において地価が下落し、かつ、市

長が土地の修正前の価格（法附則第１７条の２第１項に規定する修

正前の価格をいう。）を当該年度分の固定資産税の課税標準とする

ことが固定資産税の課税上著しく均衡を失すると認める場合におけ

る当該土地に対して課する固定資産税の課税標準は、第６１条の規

定にかかわらず、令和４年度分又は令和５年度分の固定資産税に限

り、当該土地の修正価格（法附則第１７条の２第１項に規定する修

正価格をいう。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

第１１条の２ 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利

用価値を有すると認められる地域において地価が下落し、かつ、市

長が土地の修正前の価格（法附則第１７条の２第１項に規定する修

正前の価格をいう。）を当該年度分の固定資産税の課税標準とする

ことが固定資産税の課税上著しく均衡を失すると認める場合におけ

る当該土地に対して課する固定資産税の課税標準は、第６１条の規

定にかかわらず、令和元年度分又は令和２年度分の固定資産税に限

り、当該土地の修正価格（法附則第１７条の２第１項に規定する修

正価格をいう。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和４年度適用土地又は令

和４年度類似適用土地であって、令和５年度分の固定資産税につい

て前項の規定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年

度分の固定資産税の課税標準は、第６１条の規定にかかわらず、修

正された価格（法附則第１７条の２第２項に規定する修正された価

格をいう。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令和元年度適用土地又は令

和元年度類似適用土地であって、令和２年度分の固定資産税につい

て前項の規定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年

度分の固定資産税の課税標準は、第６１条の規定にかかわらず、修

正された価格（法附則第１７条の２第２項に規定する修正された価

格をいう。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度まで の各年度

分の固定資産税の特例） 

（宅地等に対して課する平成３０年度から令和２年度までの各年度

分の固定資産税の特例） 

第１２条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度まで の各年度分

の固定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資

産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の

第１２条 宅地等に係る平成３０年度から令和２年度までの各年度分

の固定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資

産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の



 
課税標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３の２の規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この条にお

いて同じ。）に１００分の５を乗じて得た額を加算した額（令和３

年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準

額）（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条

の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける

宅地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準とな

るべき額とした場合における固定資産税額（以下「宅地等調整固定

資産税額」という。）を超える場合には、当該宅地等調整固定資産

税額とする。 

課税標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３の２の規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この条にお

いて同じ。）に１００分の５を乗じて得た額を加算した額    

                              

  （当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条

の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける

宅地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準とな

るべき額とした場合における固定資産税額（以下「宅地等調整固定

資産税額」という。）を超える場合には、当該宅地等調整固定資産

税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和４年度分及び令和

５年度分      の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調

整固定資産税額が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格に１０分の６を乗じて得た額（当該商業地

等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該

商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額を超える場合には、同項の規定にか

かわらず、当該固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る平成３０年度から令和

２年度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調

整固定資産税額が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格に１０分の６を乗じて得た額（当該商業地

等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける商業地等である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該

商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額を超える場合には、同項の規定にか

かわらず、当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和４年度分及び令和

５年度分      の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成３０年度から令和

２年度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調



 
整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき価格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５ 

条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるとき  

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地

等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわ

らず、当該固定資産税額とする。 

整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課

税標準となるべき価格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５ 

条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるとき  

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地

等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわ

らず、当該固定資産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．６以上

０．７以下のものに係る令和３年度から令和５年度まで の各年度

分の固定資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等

の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準

額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条

の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける

商業地等であるときは、前年度分の固定資産税の課税標準額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定

資産税額（以下「商業地等据置固定資産税額」という。）とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．６以上

０．７以下のものに係る平成３０年度から令和２年度までの各年度

分の固定資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等

の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準

額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第３４９条

の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける

商業地等であるときは、前年度分の固定資産税の課税標準額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定

資産税額（以下「商業地等据置固定資産税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．７を超

えるものに係る令和３年度から令和５年度まで の各年度分の固定

資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗

じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．７を超

えるものに係る平成３０年度から令和２年度までの各年度分の固定

資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗

じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用



 
を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「商

業地等調整固定資産税額」という。）とする。 

を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「商

業地等調整固定資産税額」という。）とする。 

（農地に対して課する令和３年度から令和５年度まで の各年度分

の固定資産税の特例） 

（農地に対して課する平成３０年度から令和２年度までの各年度分

の固定資産税の特例） 

第１３条 農地に係る令和３年度から令和５年度まで の各年度分の

固定資産税の額は、当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、

当該農地に係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産

税の課税標準額（当該農地が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用

を受ける農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額。以下この条において同じ。）に、当該農地の

当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右

欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額（令和３年度分の固定資産税

にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）を当該農地に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合にお

ける固定資産税額（以下「農地調整固定資産税額」という。）を超

える場合には、当該農地調整固定資産税額とする。 

第１３条 農地に係る平成３０年度から令和２年度までの各年度分の

固定資産税の額は、当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、

当該農地に係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産

税の課税標準額（当該農地が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用

を受ける農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額             ）に、当該農地の

当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右

欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額             

                       を当該農地に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合にお

ける固定資産税額（以下「農地調整固定資産税額」という。）を超

える場合には、当該農地調整固定資産税額とする。 

 

略 
 

 

略 
 

（市街化区域農地に対して課する平成６年度以降の各年度分の固定

資産税の特例） 

（市街化区域農地に対して課する平成６年度以降の各年度分の固定

資産税の特例） 

第１３条の２ 市街化区域農地に係る平成６年度以降の各年度分の固 第１３条の２ 市街化区域農地に係る平成６年度以降の各年度分の固



 
定資産税に限り、平成５年度に係る賦課期日に所在する市街化区域

農地に対して課する固定資産税の額は、附則第１３条の規定にかか

わらず、当該市街化区域農地の固定資産税の課税標準となるべき価

格の３分の１の額を課税標準となるべき額とした場合における税額

とする。ただし、当該市街化区域農地のうち平成５年度適用市街化

区域農地以外の市街化区域農地に対して課する次の表の左欄に掲げ

る各年度分の固定資産税の額は、当該市街化区域農地の当該各年度

分の固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１の額に同表の

右欄に掲げる率を乗じて得た額を課税標準となるべき額とした場合

における税額とする。 

定資産税に限り、平成５年度に係る賦課期日に所在する市街化区域

農地に対して課する固定資産税の額は、附則第１３条の規定にかか

わらず、当該市街化区域農地の固定資産税の課税標準となるべき価

格の３分の１の額を課税標準となるべき額とした場合における税額

とする。ただし、当該市街化区域農地のうち平成５年度適用市街化

区域農地以外の市街化区域農地に対して課する次の表の左欄に掲げ

る各年度分の固定資産税の額は、当該市街化区域農地の当該各年度

分の固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１の額に同表の

右欄に掲げる率を乗じて得た額を課税標準となるべき額とした場合

の   税額とする。 

 

略 
 

 

略 
 

２及び３ 略 ２及び３ 略  

４ 令和２年度分の固定資産税について富士見市税条例の一部を改正 

する条例（令和３年条例第 号）による改正前の富士見市税条例  

（以下「令和３年改正前の条例」という。）附則第１３条の２第３

項において準用する同条第１項ただし書の規定の適用を受けた市街

化区域農地に対して課する令和３年度分の固定資産税の額は、前項

の規定により算定した当該市街化区域農地に係る令和３年度分の固

定資産税額が、当該市街化区域農地に係る令和２年度分の固定資産

税に係る令和３年改正前の条例附則第１３条の２第３項において準

用する同条第１項ただし書に規定する固定資産税の課税標準となる

べき額を当該市街化区域農地に係る令和３年度分の固定資産税の課

税標準となるべき額とした場合における固定資産税額を超える場合

 



 
には、当該固定資産税額とする。 

第１３条の３ 市街化区域農地に係る令和３年度から令和５年度まで

 の各年度分の固定資産税の額は、前条の規定により算定した当該

市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該市街化区

域農地の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課

税標準額に、当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格の３分の１の額に１００分の５を乗じて得

た額を加算した額（令和３年度分の固定資産税にあっては、前年度

分の固定資産税の課税標準額）（当該市街化区域農地が当該年度分 

の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第  

１５条の３までの規定の適用を受ける市街化区域農地であるとき  

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街

化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額

とした場合における固定資産税額（以下「市街化区域農地調整固定

資産税額」という。）を超える場合には、当該市街化区域農地調整

固定資産税額とする。 

第１３条の３ 市街化区域農地に係る平成３０年度から令和２年度ま

での各年度分の固定資産税の額は、前条の規定により算定した当該

市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該市街化区

域農地の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課

税標準額に、当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格の３分の１の額に１００分の５を乗じて得

た額を加算した額                      

              （当該市街化区域農地が当該年度分 

の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から第  

１５条の３までの規定の適用を受ける市街化区域農地であるとき  

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街

化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額

とした場合における固定資産税額（以下「市街化区域農地調整固定

資産税額」という。）を超える場合には、当該市街化区域農地調整

固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る令和４年度分及 

び令和５年度分      の市街化区域農地調整固定資産税額  

は、当該市街化区域農地調整固定資産税額が、当該市街化区域農地

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の

１の額に１０分の２を乗じて得た額（当該市街化区域農地が当該年

度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける市街化区域農地であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る平成３０年度か 

ら令和２年度までの各年度分の市街化区域農地調整固定資産税額  

は、当該市街化区域農地調整固定資産税額が、当該市街化区域農地

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の

１の額に１０分の２を乗じて得た額（当該市街化区域農地が当該年

度分の固定資産税について法第３４９条の３又は附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける市街化区域農地であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街



 
化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額

とした場合における固定資産税額に満たない場合には、同項の規定

にかかわらず、当該固定資産税額とする。 

化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額

とした場合における固定資産税額に満たない場合には、同項の規定

にかかわらず、当該固定資産税額とする。 

（免税点の適用に関する特例） （免税点の適用に関する特例） 

第１４条 附則第１２条、附則第１３条、附則第１３条の２又は附則 

第１３条の３の規定の適用がある各年度分の固定資産税に限り、第 

６３条に規定する固定資産税の課税標準となるべき額は、附則第  

１２条、附則第１３条又は附則第１３条の３の規定の適用を受ける 

宅地等、農地又は市街化区域農地についてはこれらの規定に規定す 

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額によるものと  

し、附則第１３条の２の規定の適用を受ける市街化区域農地（附則

第１３条の３の規定の適用を受ける市街化区域農地を除く。）につ

いては附則第１３条の２第１項（同条第３項において準用する場合

を含む。）又は第４項に規定するその年度分の課税標準となるべき

額によるものとする。 

第１４条 附則第１２条、附則第１３条、附則第１３条の２又は附則 

第１３条の３の規定の適用がある各年度分の固定資産税に限り、第 

６３条に規定する固定資産税の課税標準となるべき額は、附則第  

１２条、附則第１３条又は附則第１３条の３の規定の適用を受ける 

宅地等、農地又は市街化区域農地についてはこれらの規定に規定す 

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額によるものと  

し、附則第１３条の２の規定の適用を受ける市街化区域農地（附則

第１３条の３の規定の適用を受ける市街化区域農地を除く。）につ

いては附則第１３条の２第１項                     

              に規定するその年度分の課税標準となるべき

額によるものとする。 

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第１５条 附則第１２条第１項から第５項までの規定の適用がある宅 

地等（附則第１１条第２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第  

３４９条の３、第３４９条の３の２又は附則第１５条から第１５条

の３までの規定の適用がある宅地等を除く。）に対して課する令和 

３年度から令和５年度までの各年度分の特別土地保有税について 

は、第１０９条第１号及び第１１２条の５中「当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格」とあるのは、「当該年度分の固定

資産税に係る附則第１２条第１項から第５項までに規定する課税標

第１５条 附則第１２条第１項から第５項までの規定の適用がある宅 

地等（附則第１１条第２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第  

３４９条の３、第３４９条の３の２又は附則第１５条から第１５条

の３までの規定の適用がある宅地等を除く。）に対して課する平成

３０年度から令和２年度までの各年度分の特別土地保有税について

は、第１０９条第１号及び第１１２条の５中「当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格」とあるのは、「当該年度分の固定

資産税に係る附則第１２条第１項から第５項までに規定する課税標



 
準となるべき額」とする。 準となるべき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち

平成１８年１月１日から令和６年３月３１日までの間にされたもの 

に対して課する特別土地保有税については、第１０９条第２号中  

「不動産取得税の課税標準となるべき価格」とあるのは「不動産取

得税の課税標準となるべき価格（法附則第１１条の５第１項の規定

の適用がないものとした場合における課税標準となるべき価格をい

う。）に２分の１を乗じて得た額」とし、「令第５４条の３８第１

項に規定する価格」とあるのは「令第５４条の３８第１項に規定す

る価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした

場合における価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち

平成１８年１月１日から令和３年３月３１日までの間にされたもの 

に対して課する特別土地保有税については、第１０９条第２号中  

「不動産取得税の課税標準となるべき価格」とあるのは「不動産取

得税の課税標準となるべき価格（法附則第１１条の５第１項の規定

の適用がないものとした場合における課税標準となるべき価格をい

う。）に２分の１を乗じて得た額」とし、「令第５４条の３８第１

項に規定する価格」とあるのは「令第５４条の３８第１項に規定す

る価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした

場合における価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とする。 

３～５ 略 ３～５ 略 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） （軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第１５条の３ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項又は第５項に

おいて準用する場合を含む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家

用のものに限る。以下この条において同じ。）に対しては、当該３

輪以上の軽自動車の取得が令和元年１０月１日から令和３年１２月

３１日までの間（附則第１５条の７第３項において「特定期間」と

いう。）に行われたときに限り、第８０条第１項の規定にかかわら

ず、軽自動車税の環境性能割を課さない。 

第１５条の３ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項     に

おいて準用する場合を含む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家

用のものに限る。以下この条において同じ。）に対しては、当該３ 

輪以上の軽自動車の取得が令和元年１０月１日から令和３年３月  

３１日までの間（附則第１５条の７第３項において「特定期間」と

いう。）に行われたときに限り、第８０条第１項の規定にかかわら

ず、軽自動車税の環境性能割を課さない。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第１５条の３の２ 略 第１５条の３の２ 略 

２ 埼玉県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環

境性能割の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が法第４４６条第

２ 埼玉県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環

境性能割の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が法第４４６条第



 
１項（同条第２項又は第３項において準用する場合を含む。）又は

法第４５１条第１項若しくは第２項（これらの規定を同条第４項又

は第５項において準用する場合を含む。）の適用を受ける３輪以上

の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣

の認定等（法附則第２９条の９第３項に規定する国土交通大臣の認

定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものと

する。 

１項（同条第２項     において準用する場合を含む。）又は

法第４５１条第１項若しくは第２項（これらの規定を同条第４項 

    において準用する場合を含む。）の適用を受ける３輪以上

の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣

の認定等（法附則第２９条の９第３項に規定する国土交通大臣の認

定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものと

する。 

３及び４ 略 ３及び４ 略 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） （軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第１６条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対

する当該軽自動車が最初の法第４４４条第３項に規定する車両番号 

の指定（次項から第８項までにおいて「初回車両番号指定」とい  

う。）を受けた月から起算して１４年を経過した月の属する年度以

後の年度分の軽自動車税の種別割に係る第８２条の規定の適用につ

いては、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第１６条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対

する当該軽自動車が最初の法第４４４条第３項に規定する車両番号  

の指定（次項から第５項までにおいて「初回車両番号指定」とい  

う。）を受けた月から起算して１４年を経過した月の属する年度以

後の年度分の軽自動車税の種別割に係る第８２条の規定の適用につ

いては、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 

略 
 

 

略 
 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自

動車に対する第８２条の規定の適用については         

                              

                             、

当該軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自

動車に対する第８２条の規定の適用については、当該軽自動車が平

成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、

当該軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の



 
種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 

略 
 

 

略 
 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第

１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この条    にお

いて「ガソリン軽自動車」という。）のうち３輪以上のものに対す

る第８２条の規定の適用については              

                              

                            、当

該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動

車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第

１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項にお

いて「ガソリン軽自動車」という。）のうち３輪以上のものに対す

る第８２条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が平成

３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当

該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動

車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 

略 
 

 

略 
 

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動 

車のうち３輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除  

く。）に対する第８２条の規定の適用については        

                              

                              

      、当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年

度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動 

車のうち３輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除  

く。）に対する第８２条の規定の適用については、当該ガソリン軽

自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別

割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年

度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規



 
定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

 

略 
 

 

略 
 

５ 略 ５ 略 

６ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自

動車（自家用の乗用のものを除く。）に対する第８２条の規定の適

用については、当該軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分

の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４年４月１日か

ら令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

 

７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン

軽自動車（営業用の乗用のものに限る。）に対する第８２条の規定

の適用については、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から

令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車

が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番 

号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限  

り、第３項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 

８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン  



 
軽自動車（前項の規定の適用を受けるものを除き、営業用の乗用の

ものに限る。）に対する第８２条の規定の適用については、当該ガ

ソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税

の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令

和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第４項の表の左欄に掲げ

る同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪

以上の軽自動車が前条第２項から第８項までの規定の適用を受ける

３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土

交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に規定する国土交通

大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をす

るものとする。 

第１６条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪

以上の軽自動車が前条第２項から第５項までの規定の適用を受ける

３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土

交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に規定する国土交通

大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をす

るものとする。 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

（東日本大震災に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者

がすべき申告等） 

（東日本大震災に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者

がすべき申告等） 

第２２条 略 第２２条 略 

２ 法附則第５６条第１項（同条第２項において準用する場合を含  

む。）の規定の適用を受ける土地に係る平成２４年度から令和８年

度までの各年度分の固定資産税については、第７４条の規定は適用

しない。 

２ 法附則第５６条第１項（同条第２項において準用する場合を含  

む。）の規定の適用を受ける土地に係る平成２４年度から令和３年

度までの各年度分の固定資産税については、第７４条の規定は適用

しない。 



 
３及び４ 略 ３及び４ 略 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の

特例） 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の

特例） 

第２６条 略 第２６条 略 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス

感染症特例法第６条の２第１項の規定の適用を受けた場合における

附則第７条の３の２第１項の規定の適用については、同項中「令和

１５年度」とあるのは「令和１７年度」と、「令和３年」とあるの

は「令和４年」とする。 

 

 

 


